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★事業の概要 

事 業 対 象 施 設 事業期間 

① 電力購入の一括化 
高圧受電の市有施設の内、105 施設 

実質再生可能エネルギー100％の電力を導入 

令和７年４月 

から５年間 

② ＰＰＡによる太陽光

発電設備の導入 

３施設（第一学校給食共同調理場、渚市民体育館、

杉中学校）に太陽光発電設備を設置（ＰＰＡ） 

発電開始から 

20 年間 

③  照明設備のＬＥＤ化 ①対象施設の内、小中学校を除く未改修の 14 施設 
令和７年度 

から３年間 
 
★本事業の実施（予定）事業者：「ＨＩＲＡＫＡＴＡ2050 ネットゼロコンソーシアム」 

事業名 市有施設電力調達業務 
市有施設太陽光発電設備

導入（ＰＰＡ）事業 
市有施設照明設備改良事業 

事業者 関西電力株式会社 関西電力株式会社 
株式会社橘電気工事 

株式会社エネ・グリーン大阪支社 
 
★本事業による効果 

市役所本庁舎など 105 施設の電力契約を一元化し、電力一括購入によるスケールメ

リットを活かして、実質再生可能エネルギー100％の電力を導入するとともに、ＰＰＡ

による太陽光発電設備を３施設に導入する。また、14 施設のＬＥＤ化により、同施設

の照明設備における電気使用量について、約 60％の省エネ化を図る。 

これらの取り組みにより、約 6700 トンのＣＯ２削減効果を見込む。 

 

＜お問い合わせ＞ 

 環境部 環境政策課 ☎：072-7102-6005 FAX：072-849-1206 

効率的なエネルギー調達と再生可能エネルギー導入へ 

ひらかたゼロカーボン推進事業の事業者を決定 

令和７年（西暦 2025 年）２月 25 日 

市は、市有施設での効率的なエネルギー調達と再生可能エネルギーの導入等による

脱炭素化に向けた「ひらかたゼロカーボン推進事業」について、公募型プロポーザル

方式により事業者を決定し、電力購入の一括化・ＰＰＡを利用した太陽光発電設備の

設置・照明設備のＬＥＤ化の取り組みを令和７年４月以降、順次実施する。 

この取り組みにより、枚方市役所ＣＯ₂削減プランに掲げる 2030 年度目標「温室効

果ガス排出量を 2013 年度比で 51％以上削減」の達成をめざす。 

事業者の選定については、公共施設への電力供給等業務事業者選定審査会における

審査の結果及び審査講評を踏まえ、最優秀提案者（契約候補者）を「ＨＩＲＡＫＡＴ

Ａ２０５０ネットゼロコンソーシアム」（代表企業 関西電力株式会社）に決定。今

後、契約に向けた手続き等を進める。 

※ＰＰＡとは…公共施設の屋根等に第三者が太陽光発電設備を設置し、市は使用量に応じた電気

料金を支払って、発電した電力を使用する電力契約のこと。 


